
＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２

学校教育課 224 人 228 人 232 人 236 人 240 人

学校教育課 126 人 258 人 人 人 人

（単年度） 学校教育課

学校教育課 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

学校教育課 100 ％ 100 ％ ％ ％ ％

学校教育課

学校教育課 1,200 人 1,400 人 1,600 人 1,800 人 2,000 人

学校教育課 414 人 508 人 人 人 人

（単年度） 学校教育課

学校教育課 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

学校教育課 3 件 3 件 件 件 件

（単年度） 学校教育課

学校教育課 4.5 ％ 4.0 ％ 3.5 ％ 3.0 ％ 2.4 ％

学校教育課 4.1 ％ 7.5 ％ ％ ％ ％

学校教育課

学校教育課 4 件 4 件 4 件 4 件 4 件

学校教育課 4 件 5 件 件 件 件

（単年度） 学校教育課

福祉課 35,802 人 35,088 人 34,374 人 33,660 人 32,845 人

福祉課 14,373 人 18,829 人 人 人 人

（単年度） 福祉課

福祉課 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

福祉課 0 人 0 人 人 人 人

（単年度） 福祉課

福祉課 405 件 445 件 485 件 525 件 562 件

福祉課 212 件 189 件 件 件 件

（単年度） 福祉課

福祉課 268 件 250 件 232 件 214 件 197 件

福祉課 201 件 187 件 件 件 件

（単年度） 福祉課

福祉課 10,195 人 9,527 人 8,859 人 8,191 人 7,521 人

福祉課 5,490 人 6,404 人 人 人 人

（単年度） 福祉課
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実績値

人

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

【１】

【１】

〇

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

×

Ｒ5 Ｒ6

〇×

件

要因：コロナ禍による利用者減
課題：コロナの情勢

要因：案件の減少
課題：家庭相談員の人材確保

286

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

×

×

家庭相談員による相談を実施し、児
童虐待を防止する。

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要

要因：保育体制充実のための行政
支援
課題：保育体制充実のための行政
支援

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、地域ボランティアの参加協力を
受ける活動の多くを中止・規模縮小
としたため、目標値と大きな差異が
生じた。感染対策を講じ、活動を推
進していく。

保育体制の強化に取り組み待機児
童なしの環境づくりをする。

要因：コロナ禍による件数減
課題：コロナの情勢

子育てに係る情報提供、相談・助言
や関連機関との連絡調整を実施し、
子育て支援を充実する。
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×

8

件

×

人

人

〇〇

5

4

件

7

9

197

365 562件

子どもの遊びの場、子育て相談・支
援、多世代交流の場を提供する。

×

×

36,516

× ×

0人

7,521人 人

要因：コロナ禍による利用者減
課題：コロナの情勢

主に0歳～3歳の子どもと家族を対
象に、育児不安等の軽減に繋がる
助言を行う。
子育て中にある家族の交流や子育
てに関する講演会などの学びを提
供し、子育て支援を充実する。

〇〇

××

××

〇

〇

義務教育学校教育研究会への参加
者は128人。Microsoft社によるICT
活用をテーマとした教職員研修会を
オンラインで実施、130人が参加。オ
ンラインを活用した研修で、現在の
ニーズに合った研修を行うことがで
きた。

本事業においては、市内3校で組織
している小中一貫教育研究会で実
施する研究発表会と、講師を招聘し
て実施する多久市教職員研修会を
行い、教職員の資質及び指導力の
向上を図る。

学級活動や総合的な学習の時間を
活用し、各学年の実態に合わせな
がら、地域と関連した学習活動を計
画的に行うことができた。

本市への愛着や誇りを育てるため
の多久学（ふるさと教育）の学習時
間を充実させる。

保護者や地域住民による学校応援
隊活動を推進し、授業や行事、教育
環境整備などにおいて学校支援を
進める。

登下校中の自転車事故が2件、帰宅
後の交通事故が1件発生。登下校中
の自転車の乗り方について、交通安
全指導を徹底する。併せて、定期的
な交通安全教室を、学年の実態に
応じて行う。

通学路の安全対策、危険箇所につ
いて、多久市通学路安全推進会議
等で継続的に対策を検討し、児童生
徒が安心して通学できる環境整備に
取り組む。

どの学年においても、不登校生徒の
割合が増加。不登校のケースでは
初期対応が重要であるため、教育
支援センターや関係機関との協議を
定期的に実施。教育相談体制の充
実が不可欠である。

中1ギャップの解消に努める。
不登校児童生徒に対して、教育支
援センターや関係機関とのつながり
を構築するために、相談体制の充実
を図る。

機械換気設備工事
東部校東渡り廊下防水改修工事
東部校多目的トイレ新設工事
東部校浄化槽放流管改修工事
西渓校西体育館ステージ緞帳改修"

小・中規模の改修必要箇所は優先
順位付けにより順次対応。
体育館やプール等の大規模改修は
利活用方法も含め検討が必要。
国・県等の補助事業活用可否を精
査。

危険箇所や修繕が必要な箇所がな
いか日常・定期・臨時の確認を行
い、必要に応じて改修を行う。
老朽化した体育館やプール等の大
規模な改修については、計画的に
行う。

11

％100％10022

地域学習に取り組
む学校の割合

240

4

人2,000

件0件6

人1,000

％2.4％5.05

不登校生徒の割
合

件4件4

成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

児童センター「あじ
さい」利用者数

32,845人

研究発表会や講
演会の参加者数

地域ボランティア
の延べ参加人数

児童生徒の交通
事故件数

学校施設改修工
事の実施件数

220 人

保育待機児童数

子ども家庭総合支
援拠点対応件数

利用者支援事業
対応件数

子育て支援セン
ター利用者数

［１］

1-2
子育て支援の充実

（Ｐ42）

6

1-1
学校教育の充実

（Ｐ39）

33

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 1



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

教育振興課 760 人 760 人 760 人 760 人 760 人

教育振興課 180 人 450 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 2,500 人 2,500 人 2,500 人 2,500 人 2,500 人

教育振興課 2,255 人 1,403 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 85,000 人 85,000 人 85,000 人 85,000 人 85,000 人

教育振興課 43,484 人 47,393 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 9,600 人 12,000 人 12,000 人 12,000 人 12,000 人

教育振興課 18,624 人 25,944 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 18 団体 18 団体 18 団体 18 団体 18 団体

教育振興課 18 団体 17 団体 団体 団体 団体

教育振興課

教育振興課 7,917 人 8,137 人 8,357 人 8,577 人 8,800 人

教育振興課 5,987 人 4,718 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 48 件 49 件 49 件 50 件 51 件

教育振興課 48 件 48 件 件 件 件

教育振興課

教育振興課 3,574 人 3,804 人 4,034 人 4,264 人 4,500 人

教育振興課 1,508 人 1,896 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 156,177 人 157,133 人 158,089 人 159,045 人 160,000 人

教育振興課 133,782 人 131,172 人 人 人 人

（単年度） 教育振興課

教育振興課 900 人 900 人 900 人 900 人 900 人

教育振興課 855 人 832 人 人 人 人

教育振興課

教育振興課 28 名 31 名 34 名 37 名 40 名

教育振興課 38 名 41 名 名 名 名

教育振興課

【１】 ［２］

2-1
生涯学習体制の充実
と地域学習活動の推

進

（Ｐ45）

【１】

【１】 ［２］

［２］

160,000

人

人

人900

8,800人

名

949

人4,500

22

21

40名25

20 人155,221

19

7,697

件

2-3
スポーツの振興

（Ｐ50）

人3,344

48

東原庠舎利用者
数

2-2
文化遺産の保存活用
と文化芸術活動の推

進

（Ｐ48）

資料館入館者数

18

団体18団体18

件51

人

人85,000

人12,000

人84,600

人9,000

14

15

16

17

東部少年柔道クラブがピアサークル
会員になった（指導者５人増）。弓道
指導員が１人から５人（４名増）が主
な要因。

新型コロナにより、会員数は減少傾
向にあるが、部活動合同練習に伴
い、ピア加入者が増え、下げ止まっ
ている。

社会体育施設利
用者数

義務教育学校部活動顧問のスポー
ツピアサークル指導者への登録を
目指す。

新型コロナ感染拡大防止のため、講
座の中止や閉館、利用制限等の期
間があったことが未達成の主な要因
と思われる。

ゆい工房や鶴山塾など、市民参加
型の講座を開催し、東原庠舎を拠点
として生涯学習及び文化振興を図
る。

新型コロナ感染症予防対策で、閉
館、利用制限等の期間があり、影響
が出た。

市民スポーツを盛んにし、スポーツ
人口を増加させ、健康促進、スポー
ツ競技力向上につなげる。

文化財指定に伴う国・県による財源
の拡充。

牟田辺遺跡の出土品や西日本最大
規模の安山岩を産する石器原産地
遺跡群の調査を行うとともに、国や
県の文化財指定を目指す。

総合型地域スポーツクラブによる社
会体育活動の活性化をはかり、市
民スポーツ活動の満足度を向上さ
せる

R2年度より指定管理委託を行った。
開館時間の延長など市民が気軽に
利用しやすいように環境整備を行っ
たことによるものと考える。

「文教の里　多久市」として、文化的
で豊かな本市を支える学びと知の拠
点とあるよう、図書館の活用を促進
する。

文芸協会の脱退のため１減。
サークル運営後継者の育成が課
題。

文化芸術活動の振興を図るため、
文化活動の拠点である文化連盟と
の連携を深め、新たな取り組みへの
支援を行うなど事業の発展を目指
す。

新型コロナによる影響で、利用制限
がかかる期間があった。

「文教の里　多久市」として、文化的
で豊かな本市を支える学びと知の拠
点とあるよう、公民館の活用を促進
する。

所蔵資料等を活用して展示を行い、
文化財保護に関する醸成を促す。

新型コロナ感染拡大防止のため、利
用者の入館制限をしたことが未達成
の主な要因と思われる。

現在はコロナ対応で開催を制限して
いる期間があるが、通常になれば達
成は可能。

放課後や週末等に子どもたちが安
心して地域の人たちと活動できる居
場所の提供、体験活動を通した健全
育成。（市内全域対象）

現在はコロナ対応で人数制限をし開
催しているが通常になれば達成は
可能。

放課後や週末等に子どもたちが安
心して地域の人たちと活動できる居
場所の提供、体験活動を通した健全
育成。（各校区内）

×

×

〇

××

×

×

×

〇

×

×〇

×〇

××

〇〇

××

人760

人

12

2,50013

公民館利用者数

人760

人2,500

××

多久市子ども教室
参加者

各町子ども教室参
加者

図書館入館者数

文化連盟加盟団
体数

文化財の指定・登
録件数

総合型地域スポー
ツクラブ「多久ス
ポーツピア」会員
数

ピアサークル指導
者数

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 2



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

総務課 16 人 17 人 18 人 19 人 20 人

総務課 0 人 0 人 人 人 人

（単年度） 総務課

総務課 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人

総務課 0 人 0 人 人 人 人

（単年度） 総務課

新公立病院整備課 ‐ ％ 25 ％ 50 ％ 75 ％ 100 ％

新公立病院整備課 ‐ ％ 25 ％ ％ ％ ％

新公立病院整備課

市立病院 265 人 265 人 265 人 265 人 265 人

市立病院 211 人 195 人 人 人 人

（単年度） 市立病院

市立病院 340 件 340 件 340 件 340 件 340 件

市立病院 244 件 266 件 件 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 310 件 310 件 310 件 310 件 310 件

市立病院 232 件 161 件 件 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 127 件 133 件 139 件 145 件 150 件

市立病院 61 件 55 件 件 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 5 人 5 人 6 人 6 人 7 人

市立病院 4 人 5 人 人 人 人

（単年度） 市立病院

市立病院 20,183 件 20,387 件 20,591 件 20,796 件 21,000 件

市立病院 17,412 件 14,597 件 件 件 件

（単年度） 市立病院

【２】

［２］

運動器リハビリ件
数

【１】

［３］

手術件数
件351

件

310

100
※新病院竣工

％

人

人

件31

3-1
医療体制の充実

（Ｐ54）

28

件12129

30

7

27

救急車による患者
数

24 人

臨床研修医の受
入人数

25

26

人

人

－

15 20人

0 5

21,000

件

件340

5

19,979

7人

2-4
地域間交流・国際交

流の推進

（Ｐ52）

23

地域間交流イベン
ト参加者数

265人275

件309

整形外科患者の運動機能を改善す
るため、より多くの患者の回復を行
う。

目標値は達成できている。研修医受け入れ期間中は、診療報
酬算定できるため、多く受け入れる
と経営面で収入の増加が見込める。

新型コロナウイルス感染拡大の影
響で来院患者の減少により、件数が
伸びない。

新型コロナウイルス感染拡大の影
響で来院者の減少により、件数が伸
びない。

訪問看護ステーションを設置してお
らず、対応に制限がある。

150 件

地域に信頼される公立病院として、
訪問看護が必要な患者への対応を
することで、市民に愛される病院とな
る。

市民の健康維持・増進だけでなく、
病気の早期発見が期待される。

特に整形外科手術を伸ばすことで、
経営面での効果が期待できる。ま
た、入院患者の増加が見込める。

新型コロナウイルス感染拡大の影
響で来院患者の減少により、件数が
伸びない。

嚶鳴協議会加盟自治体が開催する
フォーラム等を、地域づくり等に関わ
る市民にも案内し、地域間交流を進
める。

今後の人員配置の検討多久市立病院と小城市民病院を統
合することにより、病院の諸施設、
高度医療機器、必要病床および医
師をはじめ医療人材などの限られた
医療資源を効率よく活用します。

地域に信頼される公立病院として救
急車による患者の受け入れを積極
的に行う。

令和3年7月3日に孔子の里30周年
記念事業とタイアップして市民向け
講演会として中央公民館で開催し
た。（参加者50人）
また、嚶鳴協議会顧問が講師とな
り、市民向けのVTR講演会を令和3
年12月4日に中央公民館で開催し
た。（参加者15人）
嚶鳴協議会による交流事業は、令
和3年度までは15自治体→令和4年
度からは13自治体で構成。

新型コロナウイルス感染症の収束ま
たは感染者の減少。

新型コロナウイルス感染症の収束ま
たは感染者の減少。
曲阜市との相互交流事業は５年毎
（次回は令和５年）の予定であるが、
民間団体等が行う関連イベントにつ
いて支援を行うことで交流に繋げ
る。

市等が主催する国
際交流イベント等
への参加延べ人
数

対応できる医師の確保が難しく、積
極的に救急車の受け入れを行える
状況にない。

中国山東省曲阜市との交流を、公
益財団法人孔子の里と連携し進め
る。

××

××

×

×

××

×

×

〇

×

×

‐

××

×

〇

訪問看護件数

新たな公立病院整
備の進捗度

健康診断件数

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 3



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

市立病院 3,983 件 4,362 件 4,741 件 5,120 件 5,500 件

市立病院 3,175 件 1,547 件 件 件 件

（単年度） 市立病院

市立病院 1,086 件 1,114 件 1,142 件 1,170 件 1,200 件

市立病院 1,250 件 1,234 件 件 件 件

（単年度） 市立病院

健康増進課 61.0 ％ 62.0 ％ 63.0 ％ 64.0 ％ 65.0 ％

健康増進課 52.1 ％ 58.6 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 19.7 ％ 19.5 ％ 19.3 ％ 19.1 ％ 19.0 ％

健康増進課 23.9 ％ 25.1 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 1.7 ％ 1.6 ％ 1.6 ％ 1.5 ％ 1.5 ％

健康増進課 2.9 ％ 3.1 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 6.4 ％ 6.3 ％ 6.2 ％ 6.1 ％ 6.0 ％

健康増進課 8.5 ％ 8.8 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 97.5 ％ 97.5 ％ 97.7 ％ 97.7 ％ 98.0 ％

健康増進課 97.0 ％ 97.7 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 81.9 ％ 82.7 ％ 83.5 ％ 84.3 ％ 85.0 ％

健康増進課 86.1 ％ 92.6 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 7,500 人 7,500 人 7,500 人 7,500 人 7,500 人

健康増進課 7,292 人 6,591 人 人 人 人

（単年度） 健康増進課

健康増進課 97.7 ％ 98.3 ％ 98.9 ％ 99.4 ％ 100.0 ％

健康増進課 99.0 ％ 92.4 ％ ％ ％ ％

健康増進課

健康増進課 93.6 ％ 93.9 ％ 94.3 ％ 94.6 ％ 95.0 ％

健康増進課 96.1 ％ 92.4 ％ ％ ％ ％

健康増進課

【２】

【２】 ［３］ 97.3

［３］

1,058

％

40

42

41

36

13

件

38

81.1

9

1,200

％12

件

10

出産等アンケート
「家族外に相談で
きる人がいる」回
答率

6.0

3-2
健康づくりの推進

（Ｐ58）

35

人7,513

97.2

％

39 ％

乳児健診受診率
（4～6か月児）

3・6歳児健診受診
率

6.5

％60.08

33

34

消炎鎮痛リハビリ
件数

3-1
医療体制の充実

（Ｐ54）

1137

32 件

件

3,604

19.9

5,500

65.0

19.0

1.5

85.0

7,500

98.0

％

1.7

％

％

乳児健診の際聞き取りを実施。
相談相手がいない人には、児童館
やサークル等を紹介した。

人

％

％

％

％

〇

％

％

未受診者については、電話や訪問
で状況把握は行った。集団健診に来
れない人は、保育園等を訪問し、実
態把握を行ったので、未把握の児は
いない。

３歳５か月から８か月を対象に集団
健診を実施。身体、精神の発達を確
認し、必要時は医療機関受診を勧
める。

コロナ禍で集団健診の回数、1回当
たりの人数が制限されたことが大き
かった。個別健診のお知らせを積極
的に行ったが、受け入れ人数にも限
界があった。

各町の公民館（北多久町を除く）で
健診を実施したり、日曜健診など受
診しやすい環境を作り健診を実施。

コロナ禍で市民の生活環境が大きく
変わったことが大きかったと思われ
る。体を動かす機会は減ったが、食
べる機会は増えた方は多かった。保
健指導の機会を増やしたい。

健診受診者の中で血圧が160/100
以上の人に対して、適正血圧になる
よう個別に保健指導を実施する。

メタボ該当者に対して個別に保健指
導を実施することで、メタボ該当者を
減少させる。

４～6か月の乳児を対象に集団健診
を実施
発達等を確認する。

コロナ禍で市民の生活環境が大きく
変わったことが大きかったと思われ
る。体を動かす機会は減ったが、食
べる機会は増えた方は多かった。保
健指導の機会を増やしたい。

当院での診療や病気の症状など、
医師以外のものに相談することで、
病気への不安の解消や苦情等減と
なる。

未受診者については、電話や訪問
で状況把握は行った。集団健診に来
れない人は、医療機関での受診を
勧めた。

メタボリックシンドロームの予防とし
て特定健康診査を実施する。

健診受診者の中でＨｂＡ１ｃが7.0％
以上の人に対して、適正なＨｂＡ１ｃ
になるよう個別に保健指導を実施す
る。

コロナ禍で市民の生活環境が大きく
変わったことが大きかったと思われ
る。体を動かす機会は減ったが、食
べる機会は増えた方は多かった。保
健指導の機会を増やしたい。

％

93.2 95.0

100

％

痛みを取り除くリハビリを行う。

目標値は達成できている。

健診会場が「あじさい」に変更になっ
たので、紹介はしやすかった。

環境についての不満は関係課に伝
え、改善に努めた

赤ちゃん訪問の際、聞き取りを実
施。

R2.3はコロナの影響が大きかった。
受診控えと集団に来ることを避けら
れていた。感染予防対策として、完
全予約制で1日の受診者数を制限し
たため、受診率は低調で終わった。
受診体制の見直しが必要

新型コロナウイルス感染拡大の影
響で来院患者の減少により、件数が
伸びない。

糖尿病重症者

高血圧重症者

××

×

××

〇

×

×

×

×

×

〇〇

〇

××

〇〇

×

×

×

特定健診受診率

メタボ該当率

健康相談件数

がん検診受診者
延数

出産等アンケート
「子育ての住居・環
境に満足」回答率

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 4



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

福祉課 67 人 68 人 69 人 70 人 70 人

福祉課 62 人 61 人 人 人 人

福祉課

地域包括支援課 5.7 ％ 6.1 ％ 6.5 ％ 6.9 ％ 7.3 ％

地域包括支援課 7.8 ％ 7.9 ％ ％ ％ ％

地域包括支援課

地域包括支援課 73.0 ％ 73.0 ％ 73.0 ％ 73.0 ％ 73.0 ％

地域包括支援課 71.3 ％ 74.4 ％ ％ ％ ％

地域包括支援課

地域包括支援課 39.6 ％ 39.2 ％ 38.8 ％ 38.4 ％ 38.0 ％

地域包括支援課 41.3 ％ 39.2 ％ ％ ％ ％

地域包括支援課

福祉課 52 人 54 人 56 人 58 人 60 人

福祉課 50 人 52 人 人 人 人

福祉課

福祉課 1,300 件 1,300 件 1,300 件 1,300 件 1,300 件

福祉課 1,298 件 1,093 件 件 件 件

（単年度） 福祉課

税務課 94.0 ％ 94.3 ％ 94.5 ％ 94.8 ％ 95.0 ％

税務課 95.0 ％ 94.8 ％ ％ ％ ％

税務課

健康増進課 61.0 ％ 62.0 ％ 63.0 ％ 64.0 ％ 65.0 ％

健康増進課 52.1 ％ 58.6 ％ ％ ％ ％

健康増進課

福祉課 3 世帯 6 世帯 9 世帯 12 世帯 15 世帯

福祉課 7 世帯 11 世帯 世帯 世帯 世帯

（5年累計） 福祉課

市民生活課 7,424 t 6,943 t 6,462 t 5,981 t 5,500 t

市民生活課 6,085 t 4,994 t t t t

（単年度） 市民生活課

市民生活課 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所

市民生活課 16 箇所 17 箇所 箇所 箇所 箇所

（単年度） 市民生活課

【２】 ［４］

［３］

【２】

【２】

［３］

60.0

93.816

51

1,316

14

【２】

［３］

44

［３］

［３］

【２】

件

46

47

45

50

73.0

95.0

％

「多久市地球温暖化対策実行計画」
に基づき、市が実施するすべての事
務事業を対象として温室効果ガスの
削減に努め、低炭素のまちづくりを
進める。

15

65.0

％

17

5,500

市内ケアマネジャーに対してのケア
マネジメント個別研修の実施

自立支援・重度化防止の支援のた
め、要支援認定者へのケアマネジメ
ントによる支援を行い、身体状況の
維持・改善ができるように努める。

福祉事務所、生活困窮者自立支援
センター等の相談窓口を中心に連
携を強化し、相談体制の更なる充実
を行う。
就労先の確保のため、巡回就労相
談を行い、ハローワークとの関係強
化を進め、支援体制の充実を行う。

グループホームのサテライト型住居
の設置・活用など様々な支援に取り
組む。

メタボリックシンドロームの予防とし
て特定健康診査を実施する。

×

×

納付時の口座振替の利用拡大や財
産調査等滞納整理を充実し、収納
率を向上させる。

×

人

％

％

×

×

コロナ禍により、窓口相談の減少と
困難対応の件数減により昨年度と
比較し、低い数値となっている。今後
も周知を行うと伴に、関係機関との
連携を密にしセンターの相談へつな
げていきたい。

河川水やゴルフ場・事業所排水等の
測定及び監視を引き続き行う。
測定結果を基に基準値等を超える
事業所等については指導を行い、改
善につなげる。

滞納処分（差押等）を確実に実行し、
収納率向上を目指す。

市報、行政放送、市ホームページ等
を積極的に利用し、小城・多久障害
者相談支援センターの周知を行う。

二酸化炭素、メタンなどの温室効果
ガス発生要因の一つであるプラス
チック類の焼却量が前年度より減少
したため、排出量が減少した。引き
続き温室効果ガス削減に努めてい
く。

環境基準のため長期間のサンプリン
グと比較が必要。原因の確認（天候
によるもの等）と、必要な場合は再
測定を実施する。

％

ｔ

世帯

7,905

3-3
地域福祉の充実

（Ｐ61）

人66

3-4
高齢者支援の充実

（Ｐ65）

49

R2.3はコロナの影響が大きかった。
受診控えと集団に来ることを避けら
れていた。感染予防対策として、完
全予約制で1日の受診者数を制限し
たため、受診率は低調で終わった。
受診体制の見直しが必要

疾病や傷病、または無年金無収入
であり高齢化した保護世帯が多く、
経済的自立を支援することの困難性
が高まっている。少ない稼働年齢層
の就労支援をより促進する必要があ
る。

コロナ感染拡大により介護予防教室
の利用控えがある

認知症予防を含めた介護予防教室
の実施

通いの場の継続支援のための表彰
や全体交流会の実施。

通いの場の活動や住民主体の活動
の理解がすすみ、開催地区が増え
ている。

コロナ禍により、地域移行を段階的
に行う体験利用ができないため、グ
ループホームの入居につながってい
ない現状にある。グループホームへ
の入居の希望は継続してあることか
ら、継続して支援を行っていく。

認知症予防のため、軽度認知障害
の早期発見・介護予防を実施する。

地域での認知症支援のためのチーム
オレンジの活動や地域での認知症カ
フェの利用促進が必要である
介護保険の申請原因となる疾患の中
で、高齢者特有の疾患である認知症、
特にアルツハイマー型認知症が増えて
いる

地区公民館での週１回の通いの場
は区長や民生委員等の協力による
取り組みが増えている。高齢者が閉
じこもらず、元気に過ごすために、住
み慣れた地域で集まる場所と機会と
なる通いの場の拡大に努める。

高齢者が働くことにより地域社会と
のふれあいを高め、いきいきとした
生活を送り、福祉の向上に寄与して
いる。高齢者が安心して就労できる
場を提供し会員募集を通年行ってい
る。

シルバー人材センター事業の周知と
会員確保の広報を充実させる必要
がある。

コロナ感染拡大により新規実施地区
の保留がでている

独居の方の家族支援がコロナウイ
ルス感染症により制限され、支援等
の業務が煩雑となっている。

ケアマネジャーのケアマネジメント力
の向上等により維持が増えて、改善
率が上がっている。

38.040.0

3-5
障害者支援の充実

（Ｐ68）

件1,300

人60

48

70

7.35.3 ％

43

14

15

×

×

3-7
困窮者支援等の確立

（Ｐ72）

世帯

3-6
社会保障等の充実

（Ｐ70）

箇所

％

特定健診受診率
％

53

国民健康保険税
収納率

箇所17

ｔ52

50

％73.0

後期高齢者の要
介護認定者での認
知症治療者の割
合

×

17

〇

介護保険認定者
要支援1・2の1年
後の認定結果によ
る改善率

人

％

×

4-1
自然環境の保全

（Ｐ74）

× 〇

〇

〇〇

〇

〇

〇

〇

×

〇〇

【２】

グループホームの
利用者数

市施設における温
暖化効果ガス排出
量

市内河川BOD調
査で環境基準を達
成した箇所数

通いの場等の参
加率

シルバー人材セン
ター会員数

障害者相談件数

生活保護世帯から
の自立件数

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 5



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

都市計画課 57.3 ％ 57.7 ％ 58.1 ％ 58.5 ％ 58.8 ％

都市計画課 58.3 ％ 60.3 ％ ％ ％ ％

都市計画課

市民生活課 670 g/人・日 662 g/人・日 654 g/人・日 646 g/人・日 636 g/人・日

市民生活課 611 g/人・日 608 g/人・日 g/人・日 g/人・日 g/人・日

（単年度） 市民生活課

市民生活課 1,458 t/年 1,445 t/年 1,432 t/年 1,419 t/年 1,405 t/年

市民生活課 1,368 t/年 1,453 t/年 t/年 t/年 t/年

（単年度） 市民生活課

市民生活課 15.2 ％ 16.1 ％ 17 ％ 17.9 ％ 19 ％

市民生活課 12.2 ％ 13.1 ％ ％ ％ ％

市民生活課

防災安全課 7 回 7 回 7 回 7 回 7 回

防災安全課 8 回 5 回 回 回 回

（単年度） 防災安全課

防災安全課 93.6 ％ 95.2 ％ 96.8 ％ 98.4 ％ 100 ％

防災安全課 91.8 ％ 87 ％ ％ ％ ％

防災安全課

防災安全課 39 基 41 基 43 基 45 基 46 基

防災安全課 38 基 40 基 基 基 基

防災安全課

防災安全課 663 人 747 人 831 人 915 人 1,000 人

防災安全課 914 人 1,108 人 人 人 人

防災安全課

防災安全課 56.8 ％ 60.1 ％ 63.4 ％ 66.7 ％ 70 ％

福祉課 35.8 ％ 50.7 ％ ％ ％ ％

防災安全課

建設課 0.0 ％ 20.0 ％ 40.0 ％ 60.0 ％ 80.0 ％

建設課 ‐ ％ 1.0 ％ ％ ％ ％

建設課

【２】 ［４］

［４］【２】

【２】 ［４］

【２】 ［４］

g/人・日67819

2157

4-3
廃棄物の適正な処理
とリサイクルの推進

（Ｐ79）

636

必要性・重要性について市報、行政
放送、市ホームページ等で広報し、
市民、地域の理解と協力のもと、消
防団員の確保と育成を図る。

国、県と提携を図り、河川浚渫や、
必要とされる河川改修等を推進す
る。
河川パトロールの実施により、河川
の早期補修、浚渫を行い河川の流
量を確保する。

19.0

g/人・日

％

多量排出事業所への指導徹底、リ
サイクル可能物のリサイクルの徹底
を促進する。

〇

プラスチック製容器包装や古紙等の
資源回収啓発を強化する。
木くずや小型家電等の新しいリサイ
クル品目を検討する。

下水道の整備を推進するとともに、
個別処理区においては浄化槽の普
及を促進する。
戸別訪問説明や地区説明会等の開
催及び市報やケーブルテレビ等を利
用して、生活排水処理に対する市民
への理解を深める。

個人情報の共有に関する心理的な
抵抗をどのように解消していくかが
課題。

前年度よりリサイクル率は向上した
が、目標未達のため引き続きリサイ
クル率向上に向け取り組みを強化し
ていく

R３、R４より人口密集地である泉
町、長尾地区の整備に入ることか
ら、個別訪問による事業説明を行い
普及率の向上を図る必要がある。

若い世代を対象とした加入促進やＰ
Ｒ活動が少ない為充実させる必要が
ある。

市報、行政放送、市ホームページ等
で広報活動を実施するとともに、市
民のニーズに即した情報発信を行
う。

自主防災組織と連携し、継続的な避
難支援体制を確立する。
対象者ごとに個別計画を作成し、緊
急時対応力を高める。

組織を充実・育成するため、研修会
や防災訓練を計画的に実施する。

％

ごみカレンダーや市報等にてごみの
減量化とリサイクルの推進を図って
きている。リサイクル品目の拡大等
含め今後も推進していく。

目標値を若干オーバーしたが、引き
続き事業所のごみ排出量減量化へ
の取り組みを促していく。

4Ｒ運動（リデュース、リユース、リサ
イクル、リフューズ）を推進し、ごみと
なる物を発生させないという考え方
を市民へ啓発する。

年次計画的に耐震性貯水槽の整備
を行う。防火水槽の設置が困難な地
区については、消火栓整備により消
防水利を確保する。

一般廃棄物のリサ
イクル率

56

％

55

汚水処理人口普
及率

56.954 18

14.3

ｔ/年1,47120

％

4-2
上・下水道の充実

（Ｐ77）

％58.8

70.0％53.5

7

92.0

人

回 7

100

ｔ/年1,405

回

計画はしていたものの、コロナ感染
者の拡大に伴い、数回実施できな
かったことによる。

災害により事業を繰越したため。

令和３年度は2基設置済み。
令和元年の災害復旧を優先したた
め、令和２年度に防火水槽を設置し
なかったので、その影響による目標
値未達成。

紙媒体での周知のほか、あらゆる機
会を活用し周知・登録補助を行った
ことによる。

2258

4-4
消防・防災体制の充

実

（Ｐ82）

60

‐ ×

×

×

〇〇

×

×

×〇

×

×〇

％

×

〇 ×

〇〇

％

〇

自主防災組織等
が実施する防災研
修・防災訓練延べ
実施数

38

耐震性貯水槽設
置数

基 46 基

％

人

63

緊急浚渫推進事
業

62

59

0

緊急情報メール登
録者数

消防団員定員充
足率

80.0

4-5
河川整備等の推進

（Ｐ85）

％

避難行動要支援
者名簿・個別計画
同意者率

1,000579

市民一人当たりの
ごみの排出量

61

事業系ごみの排出
量

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 6



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

防災安全課 32 基 33 基 35 基 36 基 37 基

防災安全課 26 基 37 基 基 基 基

（単年度） 防災安全課

市民生活課 400 人 400 人 400 人 400 人 400 人

市民生活課 156 人 372 人 人 人 人

（単年度） 市民生活課

防災安全課 98 件 90 件 82 件 74 件 63 件

防災安全課 70 件 60 件 件 件 件

（単年度） 防災安全課

都市計画課 7,769 人 7,848 人 7,926 人 8,005 人 8,083 人

都市計画課 8,463 人 8,004 人 人 人 人

（単年度） 都市計画課

総合政策課 116 件 117 件 118 件 119 件 120 件

総合政策課 142 件 146 件 件 件 件

（単年度） 総合政策課

総合政策課 128 件 143 件 159 件 175 件 190 件

総合政策課 130 件 157 件 件 件 件

総合政策課

総合政策課 18 件 16 件 14 件 12 件 10 件

総合政策課 18 件 27 件 件 件 件

（単年度） 総合政策課

建設課 7 橋 6 橋 5 橋 3 橋 2 橋

建設課 4 橋 6 橋 橋 橋 橋

建設課

建設課 44.0 ％ 58.0 ％ 72.0 ％ 86.0 ％ 100 ％

建設課 61.8 ％ 59.4 ％ ％ ％ ％

建設課

総合政策課 31,500 人 32,200 人 33,100 人 34,000 人 35,000 人

総合政策課 30,318 人 26,511 人 人 人 人

（単年度） 総合政策課

［５］【３】

［５］【３】

［５］【３】

［５］【３】

［４］【２】

夜間における犯罪の防止と交通の
安全を図るため、防犯灯の設置を促
進する。

点検により修繕箇所が増えたため、
数値が下がっている

コロナ禍による集会等の自粛で講座
件数減。コロナ禍でも安全に実施で
きる方法の検討。

ふれあいバス　　：25,861人
ふれあいタクシー：650人

定住人口の増加を図るため、定住
奨励金制度の利用を促す。
特に、子育て・若者世帯の定住に結
び付くような支援を継続して実施す
る。

多久市道路長寿命化修繕計画をも
とに道路の修繕を計画的に進める。

防犯協会での防犯灯助成数の増加
が要因

所有者等への空き家管理の必要性
や有効活用に関する周知を行った
結果、一定程度の事業効果があっ
たと思われる。今後も引き続き、新
規物件の登録のための周知広報が
必要

新型コロナウイルスによる外出自粛
の影響により利用者数が減少した。
利便性向上への取り組みを随時行
い、利用者数の増を目指す。

2巡目の定期点検の結果、新たに8
橋がⅢ判定となったため、引き続き
修繕を進めていく。

１巡目の定期点検の結果がⅢ判定
（早期措置段階）であった25橋のう
ち、修繕が完了していない8橋につ
いて、修繕を進める。

令和3年度に空家等対策計画策定
のため、市内全域の空き家の実態
調査及び各嘱託員へ空き家実態確
認依頼を行ったことで空き家相談が
増えたと思われる。空き家数は年々
増えるとともに管理不全な空き家も
増加傾向にあるため、更なる空き家
の利活用及び除却の拡充施策によ
る根本的な改善が必要と考える。

出前講座を実施し、消費者被害を未
然に防止するための啓発・教育を行
う。

件

中央公園利用来
園者数

37 基

400

コロナ禍により外出が減ったことによ
り、交通事故も減少したと考えられ
る。

事故を未然に防止するための正しい
知識の普及と意識の高揚を図るた
め、市内保育園、認定こども園、義
務教育学校、老人会などを対象に
交通安全教室を開催する。
交通安全運動を推進し、運転者、歩
行者などの道路利用者の交通安全
意識を醸成する。

令和3年度は新婚世帯家賃補助の
新規申請が増加した。多久市内にお
いて現在新築が増えており、次年度
は子育て・若者定住奨励金の申請
が増加すると思われるため、周知広
報に努めたい。

空き家バンク制度の周知広報を徹
底し、更なる充実に取り組む。
本市に住んでもらうための有効な資
源として空き家を活用する。

空き家バンク成約
数

5-2
住宅施策の充実

（Ｐ93）

67

11668

69 24

件

基

23

35,000人

件

20

令和３年５月におしどりが池での転
落事故が発生しました。対応として、
注意喚起の看板設置や施設の安全
対策を実施。

新型コロナウイルス感染対策、施設
全体の更なる安全対策の実施

国民スポーツ大会開催に向けた事
業を実施中

「スポーツ施設の拠点」・「子どもたち
の憩いの場」として、地域活性化に
資する施設整備と安心・安全な遊具
の維持管理を行い、来園者増員を
目指す。

効果的かつ効率的な空き家対策を
行う。
市民へ空き家の管理・活用に向けた
意識啓発を行い、管理不全な空き家
の発生を抑制する。
自主的な対応を行う所有者等に対
し、積極的な支援を行う。
放置を続ける所有者等に対して、法
に基づいた措置を行う。
適切な相続登記が行われるよう啓
発を行う。

70 件

人

自家用有償バス（ふれあいバス）及
び予約型乗合タクシー（ふれあいタ
クシー）の運行を継続するとともに、
利用者ニーズ等の把握、運行ルー
ト・ダイヤ改正など、利用者の利便
性向上に取り組み、地域公共交通を
充実させる。

5-3
道路整備等の推進

（Ｐ95）

橋
2

※Ⅲ判定

5-4
公共交通の充実

（Ｐ97）

73

71

72

25 31,384

橋梁長寿命化の
進捗度 8

※Ⅲ判定

30.0 ％

×〇

×

〇

〇

×

管理不全な空き家
の新規相談件数

112

〇

〇

〇

〇

件

400

定住奨励金制度
の利用者数（累
計）

4-6
防犯活動・交通安全

対策等の充実

（Ｐ88）

106

道路長寿命化事
業の推進

120件

％

190

10

橋

〇

人 人

××

× 〇

ふれあいバス・タク
シー年間利用者数

〇〇

100.0

〇

件

〇

〇

63 件

65

66

64

5-1
土地及び施設の有効

利用

（Ｐ90）

人8,083人7,691

防犯灯設置・助成
基数

高齢者等の消費
者啓発講座受講
者数

交通事故発生件
数

31

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 7



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

農林課 1 人 2 人 3 人 4 人 5 人

農林課 2 人 2 人 人 人 人

（5年累計） 農林課

農林課 81 人 81 人 81 人 81 人 81 人

農林課 79 人 76 人 人 人 人

農林課

農林課 100 ha 100 ha 100 ha 100 ha 100 ha

農林課 76 ha 62 ha ha ha ha

農林課

農林課 4,937 千円 4,389 千円 3,841 千円 3,293 千円 2,743 千円

農林課 10,070 千円 14,290 千円 千円 千円 千円

（単年度） 農林課

商工観光課 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件

商工観光課 9 件 11 件 件 件 件

（5年累計） 商工観光課

商工観光課 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件

商工観光課 1 件 2 件 件 件 件

（単年度） 商工観光課

商工観光課 38 人 41 人 44 人 47 人 50 人

商工観光課 35 人 35 人 人 人 人

商工観光課

商工観光課 54 件 66 件 77 件 89 件 100 件

商工観光課 143 件 143 件 件 件 件

商工観光課

商工観光課 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件

商工観光課 2 件 5 件 件 件 件

（5年累計） 商工観光課

商工観光課 32.0 ％ 34.0 ％ 36.0 ％ 38.0 ％ 40 ％

商工観光課 30.3 ％ 29.0 ％ ％ ％ ％

商工観光課

商工観光課 12 人 24 人 36 人 48 人 60 人

商工観光課 4 人 9 人 人 人 人

（5年累計） 商工観光課

［６］【３】

［６］【３】

［６］【３】

農業を取り巻く環境が厳しく、新規就
農へと結びつかなかった。今後も新
規就農者の確保・育成のために就
農しやすい農業環境整備が必要。

誘致企業への地元雇用の拡大を要
請し、市内従業員の割合を増加させ
る。

学生等へ市内誘致企業をＰＲし、若
者の市外流出を防ぐ。

R2年度ですでに達成済
（商工会ではR2までしか把握できて
ない）

令和3年度は地方創生テレワーク交
付金を活用し、IT関連企業を3社誘
致することができたが、コロナ禍はま
だ続いており、この状況での誘致活
動の方法を検討する必要がある。

新規の登録件数は、令和3年度6
件。未更新等の件数9件。

コロナ禍が続いており、新規採用を
見送った企業もあった。

学生や求職者に市内誘致企業を
知ってもらうために、合同説明会等
を開催する必要がある。（令和4年度
開催予定）

新規の就農相談については、令和3
年度5件あった。

チャレンジショップ事業には複数の
応募があっており、需要が高いと認
識している。中心市街地の空き店舗
への開業も件数を1件想定から2件
へ変更し、実情に合わせ対応を行っ
ており、引き続きたく２１と連携しなが
ら事業を進めていく。

今後の成長が見込める分野の製造
業を始め、ＩＴ関連産業を中心とする
事務系企業など良質な雇用の場を
確保すべく、誘致活動により新規企
業を市内に進出させる。

31

4381

82

6-3
工業の振興

（Ｐ107）

企業誘致実現件
数

83

件

84

誘致企業の市内
新規雇用者数

49

件3

人60

外国人の入国制限により、技能実習
生等の受け入れが一時できなかっ
たため、市内従業員の割合が減って
いる。

学生や求職者に市内誘致企業を
知ってもらうために、合同説明会等
を開催する必要がある。（令和4年度
開催予定）

ha

新規で認定登録する数よりも、登録
済みの認定農業者が、高齢などの
理由により更新されないなどの数が
上回り減少した。今後も次世代に経
営継承が行えるよう農業環境整備
が必要。

76 100

新規創業者数

77

×

3

キャッシュレス導
入店舗数

件5

件

74

ha

人

×

81

×

×

人

件

人

開業支援数

有害鳥獣による農
産物の被害額

35

0

×

商工会等と連携し、キャッシュレス化
推進などのＩＣＴ活用策について検
証、展開する。

〇

林業事業体の人員不足が影響し、
森林整備面積の指標達成ができて
いない。人員を確保するため、担い
手育成に向けた取り組みが必要。

〇

×

一定期間実際に店舗を経営しなが
ら経営者として必要なノウハウを学
ぶ場の提供を行う。
中心市街地の空き店舗を利用して
出店する場合に、開店に必要な改
築費を補助する。

登録ワーカーへの仕事の受注が多
くないため、収入増に繫がる方法を
検討する必要がある。

ワーキングサポートセンターを中心
にＩＣＴを活用したクラウドソーシング
ワーカーを育成する。

達成できた要因としては、多久市商
工会との連携及び支援によるものと
考えている。

〇

〇

〇

創業支援事業計画に基づき、各関
係機関と連携し創業希望者の状況
に応じた支援を行う。

〇

5

100

捕獲活動に取り組む団体等への支
援や、侵入防止策に取り組む農家
等を支援し、農作物被害を減少させ
ます。

間伐、下刈り、造林等の森林整備を
行うことにより、森林の持つ多面的
機能の発揮を促進させる。

××

×

今まで被害が出ていなかった平坦
部でイノシシ被害が増加しているた
め、平坦部に侵入防止柵を設置して
いくことが必要。千円

経営感覚に優れた認定新規就農者
などの農業の担い手を確保・育成す
ることで、地域農業の持続及び発展
を図る。

6-1
農林業の振興

（Ｐ100）

2775 81

新規就農者数

認定農業者数

26

経営感覚に優れた認定農業者など
の農業の担い手を確保・育成するこ
とで、地域農業の持続及び発展を図
る。人

〇

人

2,743

×

〇

森林整備事業実
施面積

78

29 179

3080

28

50

〇〇
6-2

商業の振興

（Ｐ104）

件100

5,485

件

人

件

1

3

32 ％

人

40.0

××

％

千円

30.0

クラウドソーシング
ワーカー育成数

誘致企業の市内
従業員の割合

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 8



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

商工観光課 36 事務所 37 事務所 37 事務所 38 事務所 39 事務所

商工観光課 38 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所

商工観光課

商工観光課 202,712 万円 209,534 万円 216,356 万円 223,178 万円 230,000 万円

商工観光課 180,309 万円 万円 万円 万円 万円

（単年度） 商工観光課

商工観光課 563,135 人 572,351 人 581,567 人 590,784 人 600,000 人

商工観光課 351,691 人 357,403 人 人 人 人

（単年度） 商工観光課

商工観光課 5,912 人 5,970 人 6,029 人 6,087 人 6,146 人

商工観光課 922 人 1,734 人 人 人 人

（単年度） 商工観光課

商工観光課 75 人 76 人 77 人 78 人 80 人

商工観光課 9 人 58 人 人 人 人

（単年度） 商工観光課

総合政策課 12 件 24 件 36 件 48 件 60 件

総合政策課 0 件 3 件 件 件 件

（5年累計） 総合政策課

総合政策課 2 人 2 人 3 人 3 人 3 人

総合政策課 2 人 3 人 人 人 人

（単年度） 総合政策課

人権同和対策課 1,050 人 1,100 人 1,150 人 1,200 人 1,250 人

人権同和対策課 467 人 498 人 人 人 人

（単年度） 人権同和対策課

人権同和対策課 1 件 1 件 2 件 2 件 3 件

人権同和対策課 4 件 1 件 件 件 件

（単年度） 人権同和対策課

総合政策課 37.4 ％ 38 ％ 38.7 ％ 39.3 ％ 40 ％

総合政策課 33.8 ％ 38.7 ％ ％ ％ ％

総合政策課

総合政策課 ‐ ％ ‐ ％ 30.0 ％ ‐ ％ ‐ ％

総合政策課 ‐ ％ ‐ ％ ％ ％ ％

総合政策課

【３】

［７］【４】

［７］【４】

［６］【３】

［６］

R4年度に意識調査を実施する。事業所等における男女の雇用状況
の平等化、適正化を図り、仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の推進や、出産や介護等を契機に
就業を中断された女性が再就職し
やすい環境づくりへの支援ができる
よう、情報提供等を行う。

今年度は達成となっているが、最終
目標である40％に向け、今後も啓発
を行う必要がある。

新型コロナウイルス感染症に伴い、
回数を減らしたり、人数制限を行っ
た。

その時に応じた事業計画を立て、活
動を実施していく。

令和3年度は目標にしていた、協力
隊2名・支援員1名体制が確立した。
活動についてもコロナ禍であるが積
極的に活動していただいている。
協力隊については今後、企業や定
住に向けた支援等が必要である。

女性の社会参画意識の一層の向上
や性別による役割分担意識の改革
と地域社会活動への参加を促進す
る。

多久市ふるさと振興助成金制度を活
用し、コミュニティ活動を支援する。

外部人材を活用した地域おこし協力
隊や集落支援員などを積極的に配
置し、公益的な事業や自主的に実
施されるコミュニティ活動を支援す
る。

コロナが落ち着いた時期もあり、昨
年度よりは増加はしたが、依然とし
てコロナ禍であり、イベントや集客方
法をさらに検討する必要がある。

コロナが落ち着いた時期もあり、昨
年度よりは増加はしたが、依然とし
てコロナ禍であり、イベントや集客方
法をさらに検討する必要がある。

コロナ禍で影響を受けない企業や業
績が伸びた企業は投資傾向にあり、
コロナ禍においての誘致活動の方
法を検討する必要がある。

多久市産業連絡協議会の中で、誘
致企業へ向け支援等の周知を行っ
ていく必要がある。

R3工業統計調査（R3は経済センサ
ス）の結果がまだ公表されていない
ため実績値は未記入。確定値は6月
頃に公表される予定。

R3工業統計調査（R3は経済センサ
ス）の結果がまだ公表されていない
ため実績値は未記入。確定値は6月
頃に公表される予定。

95

％36.8

万円

92

地域おこし協力
隊・集落支援員の
配置数

1,000

35

製造品出荷額（従
業者4人以上・1事
業所あたり）

33 553,919

市民をはじめ各種団体や企業等で
の幅広い年齢層を対象とした研修会
を開催する。

市民の身近な相談相手として人権
擁護委員が人権相談を受け、問題
解決を手伝う。
また、法務局の職員と協力し、人権
侵害による被害者の救済を行う。

相談場所の周知の為の広報を行
なっていく。

心のセミナー（人
権・同和問題研修
会、講演会、人権
フェスタ）参加者数

観光入込客数

74

5,854

体験型観光の利
用者数

新型コロナウィルスの影響により、イ
ベントの自粛が引き続き行われてい
る。
新型コロナウイルス感染症の感染
拡大を抑えることが必要。

7-2
人権・同和教育及び
男女共同参画の推進

（Ｐ115）

件60件

審議会等女性登
用率

3件

10

0
人権相談件数

93

7-1
地域活動・コミュニティ

活動の充実

（Ｐ112）

6-3
工業の振興

（Ｐ107）

195,890

3685

86

新規企業の誘致や、商工会が行う
経営指導等を支援し、事業所の増を
目指す。

多久聖廟へのおもてなし体制とし
て、ボランティアガイドの組織強化を
支援し、案内人数増を目指す。

コロナが落ち着いた時期もあり、昨
年度よりは増加はしたが、依然とし
てコロナ禍であり、イベントや集客方
法をさらに検討する必要がある。

〇

×

人

‐

1,250

34

観光案内ボラン
ティアの案内人数

ふるさと振興助成
金申請件数（イベ
ント事業）

×

230,000

‐

80

〇

××

人

×

××

万円

×

事業所40

農業体験や歴史遺産を活かした体
験プログラムなど本市でしか体感で
きない体験型観光を提供する。

×

技術革新や新商品開発、販路拡大
に向けた支援を通じて、市内工業の
活性化と生産力向上を促す。

×

×

本市ならではの歴史や文化、自然な
ど多様性に富んだ観光資源を活用
し、関係団体と連携しながら観光入
込客数増を目指す。

〇

人

87

89

90

88

91

人6,146人

人

人 人600,000

事業所

1 人

％

社会全体における
男女平等感

30.0％

×

〇〇

3

人

40.0

〇

94

6-4
観光の振興

（Ｐ110）

17.1

％

件

事業所数（従業者
4人以上）

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 9



＜成果指標進捗状況調査＞ 資料１-２
実績値

達成状況（〇、△、×）

第5次総合計画 及び 第2期総合戦略　策定値

Ｒ2 Ｒ3

目標値

実績値

Ｒ5 Ｒ6

基本
目標

施策
目標

施策 No ＫＰＩ

Ｒ4

特記事項
指標達成・未達成要因
指標達成に向けた課題

追加事業事業概要成果指標
基準値

（令和元年）
目標値

（令和6年）
データ所管課

情報課 25,200 件 26,400 件 27,600 件 28,800 件 30,000 件

情報課 33,369 件 39,331 件 件 件 件

（単年度） 情報課

情報課 1,320 人 1,440 人 1,560 人 1,680 人 1,800 人

情報課 1,279 人 1,656 人 人 人 人

情報課

情報課 7 件/月 9 件/月 11 件/月 13 件/月 15 件/月

情報課 31 件/月 26 件/月 件/月 件/月 件/月

（単年度） 情報課

財政課 102.6 ％ 101.6 ％ 100.6 ％ 99.7 ％ 99 ％

財政課 100.6 ％ 91.2 ％ ％ ％ ％

財政課

財政課 10.9 ％ 10.8 ％ 10.7 ％ 10.6 ％ 10.5 ％

財政課 11.5 ％ 11.7 ％ ％ ％ ％

財政課

税務課 97.0 ％ 97.1 ％ 97.2 ％ 97.2 ％ 97.3 ％

税務課 97.2 ％ 97.3 ％ ％ ％ ％

税務課

市民生活課 30.3 ％ 47.8 ％ 65.2 ％ 82.7 ％ 100 ％

市民生活課 27.17 ％ 43.8 ％ ％ ％ ％

市民生活課

総合政策課 36,000 人 36,000 人 36,000 人 36,000 人 36,000 人

総合政策課 33,961 人 29,737 人 人 人 人

（単年度） 総合政策課

総合政策課 6 審議会 7 審議会 8 審議会 9 審議会 10 審議会

総合政策課 4 審議会 5 審議会 審議会 審議会 審議会

（単年度） 総合政策課

【４】 ［８］

［８］【４】

［８］【４】

目標達成となるよう、委員構成の検
討を推進していく必要がある。

多様化する市民ニーズや様々な地
域課題に対応するため、市政に積
極的に参画できる環境を整備するこ
とにより、みんなで取り組む参画と協
働のまちづくりを推進する。

ワクチン接種会場での出張申請サ
ポートや国の第２弾マイナポイント事
業により申請者が増加したが目標値
には至らなかった。今後も出張申請
サポートを積極的に行うとともに、マ
イナンバーカードを利活用したサー
ビスの拡充を検討する。

マイナンバーカードの普及を促進す
る。
マイナンバーカード活用による行政
事務の簡素化を始め、ＩＣＴを活用し
た市民サービスの向上を図る。

大雨災害及び新型コロナウイルスに
関係する情報など、緊急性の高い情
報発信を行ったため、閲覧者数が増
加した。

今年度は寄附募集のポータルサイト
を４つから７つに増加させることで寄
附受け入れ窓口の強化を図ると共
に、関東多久の会・関西多久会など
の関係人口に向けたDMを送り、寄
附を募るなど様々な取り組みを行っ
た。
しかし、寄附者数及び寄附額共に前
年から減少となった。
次年度は新たな取り組みを検討して
いく必要がある。

寄附の活用事例を全国発信すること
により、多くの寄附者に本市を認知
してもらう。
「ふるさと納税制度」を納税者（寄附
者）とのつながりのきっかけとし、関
係人口の確保・拡大を図る。

滞納処分（差押等）を確実に実行し、
収納率向上、自主財源を確保する。

納税に対する市民の理解を深め、
自主財源を確保する。

現在の試算ではR6が公債費のピー
クであるので、R7以降に数値が上昇
しないように、引き続き支出の抑制
が必要である。

適正な財政配分と既存施設の維持
管理の効率化などによる支出の抑
制に加え、施設の統複合化や廃止
も視野に入れた適正配置に努め、
支出を抑制する。

歳入経常一般財源が交付税を中心
に大幅に増加し、また、歳出につい
ては、当初予算編成段階から経常
経費の削減に取り組んだ結果、昨年
から9.4ポイント改善した。

事業の優先度・緊急度・事業効果等
を総合的に判断し、事務事業の徹底
的な見直しと経常経費の削減を行
う。

サガン鳥栖との連携協定締結式で
多久市のPRイベントを行い、SNS登
録を呼びかけたため登録者数が増
加した。

若者・子育て世代をターゲットとして
Instagramによる情報発信を強化し、
登録者数の増加に努める。

視覚的な効果によるわかりやすい情
報発信として、本市のＰＲや啓発活
動等様々な動画を作成し、ＳＮＳで
の発信を行う。

Instagramでウォールアートを投稿す
るなど、若者世代向けに多久市の魅
力を伝える投稿を増やした。

市の施策やイベント情報を迅速に発
信し、幅広い世代に周知を図る。

×△

××

××

〇

〇

〇〇

×

〇〇

〇〇

×

×

103

1,800人

104

37

100

10審議会

件/月

99.0％

人

件

39

％10.5％

人

ふるさと応援寄附
者数（※概数）

97.0

人

11.0

36,00036,000

8-2
持続可能な財政運営

の推進

（Ｐ120）

％100％12.8938

8-3
公正で円滑な自治体

経営の推進

（Ｐ123）

102

審議会5

36

市ホームページへ
の訪問者数（月
間） 30,000

〇

99

598
SNSでの発信情報

％

件/月

103.6

15

8-1
情報公開と広報広聴

の充実

（Ｐ117）

97 1,200

24,000 件

101 ％97.3％

96

委員構成に公募
委員を設置してい
る審議会数

マイナンバーカー
ド取得率

SNS登録者数

市税徴収率

経常収支比率

実質公債費比率

〇：達成　△：8割達成　×：未達成　-：未実施
＊8割達成（△）の考え方…R3とR2の目標値の差の8割をR2の目標値に足した数値を8割達成（△）とする。
＊ただし、「維持」が目標の項目については、「〇」もしくは「×」とする。 10


